	経済情勢トピックス
《消費税率引き上げの影響　―4～6月の駆け込み需要の反動減を中心にー》


	2014年4月に消費税率が5％から8％へと17年ぶりに引き上げが行われました
。その影響について、駆け込み需要の反動減を中心に考察すると、4～6月の経済指標からは、耐久財を中心に駆け込み需要の反動減が個人消費を中心にみられました。この反動減の大きさは、小売データや家計データをみる限り、4月には個人消費が大幅なマイナスとなり、5月以降回復はしているものの、その動きには力強さが欠ける状況となっています。

今後の見通しでは、消費税率の引き上げの影響は7～9月期には収束し、再びプラス成長に回復するという予想が大勢を占めています。


１　消費税率引き上げ後の経済成長率
全国の2014年4～6月期の実質GDP成長率（一次速報）は、前期比▲1.7％（年率▲6.8％）と1～3月期の高成長（前期比+1.5％）から一転し、大幅な低下となりました（図表1）
。その内訳をみると、民間最終消費支出が同▲5.0％、民間住宅が同▲10.3％と大幅に落ち込んでおり、消費税率引き上げによる駆け込み需要の反動減が、個人消費を中心に色濃く反映された結果となりました。
図表１　全国の実質GDP成長率
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（出所）内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」


　民間最終消費を構成する項目である、家計最終消費支出の内訳についてみると（図表2）、駆け込み需要が行われた2014年1～3月期と比較して、その反動減によって、4～6月期は全ての項目において前期比で減少しています。その中でも、駆け込み需要が大きかった、自動車・家電等の「耐久財」の伸び率が4～6月期において前期比▲18.9％と大幅に減少していますが、駆け込み需要がさほど大きくなかった、衣料・化粧品等の「半耐久財」、消耗品・食料品等の「非耐久財」、外食・旅行等の「サービス」といった項目においても、減少幅が大きいことが目立っています。これらにより、消費税率引き上げの影響は駆け込み需要とその反動減といった「消費の異時点間の代替効果」だけではなく、消費税率の引き上げで実質支出が減少することにより消費支出全体を押し下げる「所得効果の影響」も無視できなかったと考えられます
。
図表２　形態別にみた家計最終消費支出の伸び率
（2014年1～3月期と4～6月期の比較）
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（出所）内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

２　消費税率引き上げ後の消費動向
図表3は、全国のデータを元に消費税率引き上げ後の主要品目の推移をみたものです。自動車販売額では、駆け込み需要の反動減により4月は大幅に落ち込みましたが、駆け込み需要の受注残や、軽自動車の好調さもあり、5月は少し増加しました。しかし、6月、7月と販売額は減少し
	図表３　消費税率引き上げ後の消費動向

	新車販売台数（含む軽）
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（注）内閣府による季節調整値を指数化したもの
	百貨店売上高
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（注）2014年7月は内閣府による推定値

	家電販売金額
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（注）全国の有力家電量販店のテレビ、エアコン、冷蔵庫、パソコン、携帯電話の５品目の合計。税抜き価格ベース。
	スーパーの飲食料品（除く生鮮食品）販売金額
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（注）加工食品、飲料・酒類、菓子類の3品目の合計。税抜き価格ベース。
既存店ベースのため、前年比が低めに出る傾向がある。

	（出所）内閣府「消費税率引上げ後の消費動向等について」



ており、総じて5月からほぼ横ばいで推移しています。

家電販売額では、4月に駆け込み需要の反動減により前年比でマイナスとなって以降、その傾向が続き、6月は前年比のマイナス幅が拡大、7月はマイナス幅は縮小と推移しています。昨年2013年6月は猛暑であったためにエアコン等の季節家電の売れ行きが良かったことや、2014年7月は台風の影響があったことなど、天候要因によって週次の推移はバラツキが大きくなっていますが、総じていうならば4月の状況からほぼ横ばいで推移しています。
自動車や家電といった耐久財の状況をまとめると、消費税率引き上げ前における駆け込み需要が大きかったために、4月は販売額は減少し、5月以降は下げ止まってはいるものの、かといって力強い回復傾向はみられず、一進一退が続いている状況であると言えます。
　百貨店売上高やスーパーの飲食料品といった半耐久財、非耐久財における売上額の前年比でも同じような結果となっています。百貨店売上高では、4月は駆け込み需要の反動減により前年比で大幅なマイナスとなりましたが、それ以降は徐々に前年比のマイナス幅を縮小させています。百貨店売上高の内訳をみると、飲食料品は5月には前年比プラスに転換、家具・家電・家庭用品やその他の商品（化粧品など）では依然として前年比マイナスが続いていますが下げ幅は縮小、衣料品や身の回り品では一進一退が続いているといった状況になっています
。
スーパーの飲食料品では、駆け込み需要が発生した米や飲料などの食品では、4月は反動減が発生して前年比で大きなマイナスとなりましたが、その後は緩やかな回復傾向にあります。ただ、6月、7月と天候不順だった影響で、前年比ではマイナス幅が拡大しています。
次に、家計の消費動向から駆け込み需要の反動減の状況についてみていきます。図表4は家計調査における、全国の実質消費支出について主要品目ごとの推移を表したものです。消費支出全体では駆け込み需要が起こった3月は前年比プラスとなっていますが、4月以降前年比でマイナスとなっています。費目別では、主要品目すべてにおいて、消費税率引き上げ後の4月には大きく落ち込んでいるものの、その後マイナス幅が縮小していき、6月には前年比でプラスとなった費目もあります
。

図表４　消費支出の費目別実質増減率（全国）
（二人以上世帯）
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（出所）総務省統計局「家計調査」

　図表5は、駆け込み需要が大きかった品目を中心に、その後の推移をみたものです。先の小売店のデータ（図表３）と同様に、駆け込み需要が大きかった分、4月はその反動減がみられますが、月を経るにつれて、前年比のマイナス幅は小さくなっています
。
　以上より、4－6月期における駆け込み需要の反動減について、消費動向の統計データからは、落ち込み幅は縮小しているものの、回復に力強さはなく、一進一退で推移しているものといえます。

図表５　駆け込み需要がみられた主な品目の推移
（二人以上世帯；前年比の実質増減率（％））
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○食料

穀類 9.1 -13.9 -6.3 -6.2

飲料 15.4 -8.7 -2.8 -3.6

油脂・調味料 23.5 -18.3 -8.6 -5.6

○家具・家事用品

家庭用耐久財 162.2 -21.8 -27.6 -20.1

家事用消耗品 53.8 -22 -8.9 -4.9

○教養娯楽

教養娯楽用耐久財 100.0 14.7 26.8 2.5

○その他

理美容用品 51.9 -24 -19.6 -6.5


（出所）総務省統計局「家計調査」

３　物価上昇と企業の価格転嫁
大阪市の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）の推移をみると（図表6）、3月は前年比＋1.6％に対して、消費税率引き上げ後の4月は同＋3.1％、5月は同+2.9％、6月は同+2.8％、7月は同+2.8％と、消費税率の引き上げが順調に価格転嫁されたことにより、指数は大きく上がりました。その後は昨年度の円安・エネルギー価格の上昇等の影響もあり、伸び率が若干下がった状況で推移しています
。
図表６　消費者物価指数の前年比増減率（大阪市）
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（出所）大阪府統計課「大阪市消費者物価指数」
価格転嫁の状況では、経済産業省が4月末から毎月実施している書面調査によると、転嫁状況について、どの機関の調査においても、概ね事業間取引では約8割、消費者向け取引では約7割の事業者が「全て転嫁できている」と回答しており、消費税率引き上げ分は順調に転嫁できていると思われます。

４　今後の見通し
エコノミストの予測を集計したESPフォーキャスト（8月調査）におけるコンセンサスでは、消費税率引き上げによる反動減の影響は一時的で、7～9月期の実質GDP成長率は前期比年率+4.1％と持ち直し、その後は1％台後半で推移するという予想となっています。
一方で、楽観視できないような調査結果もあります。日経新聞が8月上旬に実施した消費関連大手企業（全国の小売、サービス、消費財メーカーなど）に対する調査では、回答106社のうち、53％の企業が7月の売上高が前年実績を下回る、23％の企業が7～9月期の売上高が期初の計画から下振れすると回答しており、駆け込み需要の反動減から足踏み状態にあるとしています（日経；8/17）。
以上をまとめると、4月以降の駆け込み需要の反動減では、企業からは概ね想定内だという声が多く聞かれていますが、統計データからは必ずしもそれを明確に裏付けるような結果ではありませんでした。しかし、景気ウォッチャーや消費動向調査等の企業・消費者マインドが回復基調で推移している（図表７）ことや、賃金・雇用動向は消費税率引き上げ後も依然として好調を維持していることから、次の消費税率の引き上げをにらみながら、景気は回復基調で推移していくとみられます。
（佐野　浩）

図表７　各種マインド調査（全国）
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（出所）内閣府「景気ウォッチャー調査」「消費動向調査」
� 本稿は、8月18日までに得られた情報を元に執筆している。また特に断りのない限り、全国のデータを用いている。


� 平成26年度経済財政白書では、1～3月期の駆け込み需要は、前回1997年のときと比較して、幾分大きかったという分析がなされている。


� 消費税率引き上げの影響として、デフレーターが大幅に上昇したため、実質換算にすると減少幅が大きくなったという要因もある。


� 在阪百貨店の動向では、駆け込み需要の反動減対策として、イベントの実施、夏物衣料の前倒し販売、セールの前倒し実施等の動きがみられた。また、昨年から急激に伸びている外国人観光客による消費も、売上を下支えしている。


� 「住居」は、消費税率引き上げ後の4月・6月でも前年比がプラスとなっているが、一般に高額の支出を伴う「設備修繕・維持」の影響が大きいためと思われる。


� 「教養娯楽用耐久財」にはパソコンが含まれ、Windows XPのサポート切れに伴う買い替え需要が4月以降も継続したために、前年比でプラスとなっている。ただ、6月にはほぼ買い替え需要も収束したようであり、プラス幅は大幅に縮小している。


� 5月以降の伸び率の鈍化の理由では、昨年2013年5月に関西電力管内における電気料金の値上げの効果が剥落したことが大きい。





